
    地方公共団体におけるバランスシートとは、これまでの行政活動によって形成された道路、建物や土地な
どの資産とその資産を形成するために要した負債や財源との関係を表したものです。ここでいう資産とは、
行政サービスを提供するために活用できる財産のことです。 

負債           344．2億円 
将来支払わなければならない金額 
 （69.8万円/住民１人あたり） 

【将来世代の負担】 
１．固定負債   311.3億円 
２．流動負債     32.9億円 
  

資産             847．8億円 
現在、市が保有する資産の総額 
 （172.0万円/住民1人あたり） 
 

【住民の財産】 
１．固定資産 791.8億円 

 
 
２．流動資産   56.0億円 

市の施設（道路や
学校など）や市有
地などの有形固定
資産、ソフトウェア
などの無形固定資
産、有価証券、出
資金などの総額 

現金・預金、現金化
しやすい市税など
未収金の総額 

資産形成のための
地方債や退職手当
などの総額 
  

純資産         503．6億円 
 （102.2万円/住民１人あたり） 

【現世代の負担】 
資産形成のために既に支払った額 

道路や学校整備な
どの財源として受
けた、国や県から
の補助金・市税な
どの総額 

※住民1人あたりの額は平成29年３月31日現在の住民基本台帳 49,282人で算定 

   行政コスト計算書(民間では損益計算書)とは、１年間の行政サービスのコストとその対価を表したもので
す。行政コストを種類別に区分して、行政サービスを提供するために、人や物等にどれだけコストがかかり、
それに対する収入はどれくらいあるのかを把握できます。 

①経常行政コスト    254．4億円 
行政サービスを提供するためのコスト 

 （51.6万円/住民1人あたり） 

１．業務費用           149.1億円 
 （人件費、物件費など） 
 
２．移転費用          105.3億円 
 （扶助費、補助金、他会計への繰出金など） 

②経常収益                       8．8億円 
行政サービスの直接対価としての収入 
 （1.8万円/住民1人あたり） 

１．使用料・手数料                 4.5億円 
２．その他                 4.3億円 

③純経常行政コスト(①－②)   245.6億円 
 （49.8万円/住民1人あたり） 

①業務活動収支     △17.2億円 
②投資活動収支          15.8億円 
③財務活動収支       2.8億円 
 

 本年度資金収支額       1.4億円 
  

 前年度末の資金残高    9.9億円 
 今年度末の資金残高    11.3億円 

①前年度の純資産残高 507.5億円 
 

②純行政コスト     △249.3億円 
③財源             220.7億円 
④上記以外            24.6億円 
 

⑤今年度の純資産残高 503.6億円 
 （バランスシートの純資産合計と一致） 

   資金収支計算書(=キャッシュフロー計算書)と
は、1年間の自治体における収入と支出を性質
別に分類して、支出と財源の関係など資金の流
れをみたものです。 

 純資産変動計算書とは、バランスシートの純資産
の部が、1年間でどう変動したのかをみたものです。 

道路や学校などの整備や
投資及び出資金などに係
る収支 

行政サービスに係る収支 

地方債、借入金等に係る
収支 

１年間の資金の変動額 

行政サービスにかかった
費用と臨時損益の合算額 

地方交付税や地方税など 

固定資産等の変動や資
産評価差額など 

※作成基準日は平成29年３月31日ですが、出納整理期間(平成29年4月1日～5月31日)における出納は基準日まで
に終了したものとして算入します。 
※端数処理の関係で合計と一致しないものがあります。 



負債           383．6億円 
将来支払わなければならない金額 
 （77.8万円/住民１人あたり） 

【将来世代の負担】 
１．固定負債   348.9億円 
２．流動負債     34.7億円 
  

資産           961．2億円 
現在、市が保有する資産の総額 
 （195.0万円/住民1人あたり） 
 

【住民の財産】 
１．固定資産  881.4億円 

 
 
 
２．流動資産    79.8億円 

純資産     577. 6億円 
 （117.2万円/住民１人あたり） 

【現世代の負担】 
資産形成のために既に支払った
額 

※住民1人あたりの額は平成29年３月31日現在の住民基本台帳 49,282人で算定 

①経常行政コスト    383．8億円 
行政サービスを提供するためのコスト 

 （77.9万円/住民1人あたり） 

１．業務費用           164.5億円 
 （人件費、物件費など） 
 
２．移転費用          219.3億円 
 （扶助費、補助金、他会計への繰出金など） 

②経常収益                       35．9億円 
行政サービスの直接対価としての収入 
 （7.3万円/住民1人あたり） 

１．使用料・手数料                 11.5億円 
２．その他                24.4億円 

③純経常行政コスト(①－②)   348.0億円 
 （70.6万円/住民1人あたり） 

①業務活動収支    △12.0億円 
②投資活動収支        13.7億円 
③財務活動収支       1.5億円 
 

 本年度資金収支額      3.2億円 
  

 前年度末の資金残高  29.7億円 
 今年度末の資金残高    32.9億円 

①前年度の純資産残高 579.2億円 
 

②純行政コスト     △351.7億円 
③財源             324.4億円 
④上記以外            25.7億円 
 

⑤今年度の純資産残高 577.6億円 
 （バランスシートの純資産合計と一致） 

※作成基準日は平成29年３月31日ですが、出納整理期間(平成29年4月1日～5月31日)における出納は基準日まで
に終了したものとして算入します。 
※端数処理の関係で合計と一致しないものがあります。 

   全体財務書類とは、一般会計等の財務書類に公営企業を含む特別会計（水道事業会計、国民宿舎事業
特別会計、温泉給湯事業特別会計、健康交流館事業特別会計、国民健康保険特別会計、介護保険事業特
別会計、後期高齢者医療特別会計）を合わせたものです。 
 平成31年度から法適用化予定の公共下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計については
連結対象から除外しています。 



負債           386．4億円 
将来支払わなければならない金額 
 （78.4万円/住民１人あたり） 

【将来世代の負担】 
１．固定負債   349.4億円 
２．流動負債     37.0億円 
  

資産              979．3億円 
現在、市が保有する資産の総額 
 （198.7万円/住民1人あたり） 
 

【住民の財産】 
１．固定資産  888.2億円 

 
 
２．流動資産    91.1億円 

純資産      592．9億円 
 （120.3万円/住民１人あたり） 

【現世代の負担】 
資産形成のために既に支払った額 

※住民1人あたりの額は平成29年３月31日現在の住民基本台帳 49,282人で算定 

①経常行政コスト    453．6億円 
行政サービスを提供するためのコスト 

 （92.0万円/住民1人あたり） 

１．業務費用           169.5億円 
 （人件費、物件費など） 
 
２．移転費用          284.1億円 
 （扶助費、補助金、他会計への繰出金など） 

②経常収益                       37．9億円 
行政サービスの直接対価としての収入 
 （7.6万円/住民1人あたり） 

１．使用料・手数料                 12.0億円 
２．その他                 25.8億円 

③純経常行政コスト(①－②)  415．7億円 
 （84.4万円/住民1人あたり） 

①業務活動収支    △11.5億円 
②投資活動収支        13.4億円 
③財務活動収支       1.2億円 
 

 本年度資金収支額      3.1億円 
  

 前年度末の資金残高  34.4億円 
 今年度末の資金残高    37.5億円 

①前年度の純資産残高 600.4億円 
 

②純行政コスト     △419.5億円 
③財源             392.6億円 
④上記以外            19.4億円 
 

⑤今年度の純資産残高 592.9億円 
 （バランスシートの純資産合計と一致） 

※作成基準日は平成29年３月31日ですが、出納整理期間(平成29年4月1日～5月31日)における出納は基準日まで
に終了したものとして算入します。 
※端数処理の関係で合計と一致しないものがあります。 

   連結財務書類とは、全体財務書類に一部事務組合・広域連合、地方三公社及び市が一定割合以上出資
し法人経営に実質的に主導的な立場を確保していると認められる第三セクター等（鹿児島県市町村総合事
務組合、鹿児島県後期高齢者医療広域連合、いちき串木野市・日置市衛生処理組合、南薩地区衛生管理
組合、日置市土地開発公社、日置市農業公社） を合わせたものです。 


